
 督促状 → 各税納期限内に納付が確認でき無い場合は、２０日以内に納付の履行
を請求するために督促料１００円が加算され葉書にて通知されます。 

 延滞金 → 納期限の翌日から納付（入）の日までの期間の日数に応じ、税額または
納入金額（１，０００円未満の端数があるとき、またはその全額が２，０００円未満で

あるときは、その端数金額または全額を切り捨てます。）に年１４．６％（納期限の

翌日から１月を経過する日までの期間については、年７．３％）の割合（平成１２年

１月１日から平成２５年１２月３１日までの期間については、当該期間の属する各

年の前年の１１月３０日を経過する時における日本銀行法第１５条第１項第１号の

規定により定められる商業手形の基準割引率に年４％の割合を加算した割合が

年７．３％の割合に満たない場合には、その年中においては、年７．３％の割合に

あっては、当該商業手形の基準割引率に年４％の割合を加算した割合とします。

平成２６年１月１日以後の期間については、当該期間の属する各年の前年に租税

特別措置法第９３条第２項の規定により告示された割合に年１％の割合を加算し

た割合（以下「特例基準割合」という。）が年７．３％の割合に満たない場合には、そ

の年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年１４．６％の割合にあ

っては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年７．３％の割合を加算

した割合とし、年７．３％の割合にあっては当該特例基準割合に年１％の割合を加

算した割合（当該加算した割合が年７．３％の割合を超える場合には、年７．３％の

割合）とします。）を乗じて計算した金額。この場合における年当たりの割合は、閏

年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合です。 
 


